
／  

28．03．03  【小島（義）議員・無所属】〔一般〕  

質問番号1－1－  

農業問題について   

米の生産について、国では、平成30年度を目途に行政による生産  

数量目標の配分に頼らずとも、農業者や集荷業者・団体が、円滑に  
需要に応じて、どのような米をいくら生産・販売するかなどを自ら  

決められるようにし、経営の自由度の拡大を目指すとしているが、  
移行に向けた課題と今後の対応について伺う。   

小島義徳議員の一般質問にお答えします。   

まず初めに、米の需給調整についてでありますが、   

農業者や集荷業者・団体が1需要に応じた米の生産・販売  

を行うためには、自ずから主食用米の需給バ ランスがとられ  

るよう、非主食用米への十分なインセンティブの確保が課題  

と考えております。   

このため、県といたしましては、需給バランスを均衡させ  

るために必要な非主食用米の有利性が確保され、農業者が安  

心して経営に取り組めるよう、制度の恒久化と安定した財源  

確保を、引き続き国に働きかけてまいりたいと考えておりま  

す。  

（作成課：農産園芸課）  
（協議課：）   



ヱ  

28．03．03   【小島（義）議員・無所属】〔一般〕  

質問番号1－2－  

知事は、農業は、本県産業の中で付加価値を大きく伸ばす可能性  
のある産業であり、成長産業化のための取組を積極的に展開すると  
しているが、成長産業となる農業とはどのようなものか所見を伺う。   

次に、付加価値を伸ばす成長産業となる農業についてであ  

りますが、   

付加価値とは、販売価格マイナス原材料費によって算出さ  

れます。   

本県農業において、生産者米価と消費者米価の価格差の多 

くは、流通段階で首都圏企菓等が獲得している状況にあり、  

今後、これらを取り込むことで、新たに本県に帰属する付加  

価値を大幅に増加させる可能性があると考えております。   

このため、．6次産業化等による付加価値の還流や地域資源 

を活かしたビジネス創一出などにより所得向上を図る‾ことで、  

若者が将来展望を持って取り組める成長産業としての農業が  

実現できるものと考えております。  

（作成課：農業総務課）  
（協議課：）   



J  

【小島（義）＿議員・無所属】〔一般〕  

質問番号1－3－  

28．03．03   

農地の規模拡大の課題等についてでありますが、   

受け手農家は、所有する機械・施設の能力を超える急激な  

■規模拡大に対応しきれないことや、中山間地域においては、  

農地の受け皿となる担い手が不足し、集積が進まないことな   

どの課題があると考えております。   

県といたしましては、受け手農家の規模拡大に必要な機械  

等の導入を新たに支援するとともに、高齢化が進行している  

中山間地域では、集落営農や企業の農業参入などヾ多様な一担  

い手の確保を推進してまいります。  

（作成課：地域農政推進課）  
（協議課：）   



牛  

28．03．03   【小島（義）議員・無所属】〔一般〕  

質問番号1－4－  

次に、農林水産物の輸出についてでありますが、   

本県の主要輸出品目である米については、海外において日  

本食レストランが増加していることや、訪日外国人客の増加  

などにより、本物の和食への理解が進むことで、海外での日  

本産米需要は、今後さらに拡大するものと考えております。   

また、全国の輸出用米の－うち、本県のシェアは約4－0％であ  

ることから、県産米の需要拡大につなげる好機ととらえてお  

ります。   

県といたしましては、香港、シンガポール等での業務用需  

要への販路拡大に引き続き取り組むとともに、アメリカ、  

EUなど新規市場での商流構築に向けた市場調査や情報発信  

に取り組んでまいります。  

（作成課：食品・流通課）  
（協議課：）   



J  
28．03．03   【小島（義）議員・無所属】〔一般〕  

質問番号 2－1－  

次に1越後杉ブランド認証材についてでありますが、   

利用拡大のためには、一定の品質を確保した木材を安定的  

に出荷できるよう、供給量の拡大が必要と考えております。   

認証基準を満たすには、製材の寸法等に変化が生じないよ  

う、乾燥技術が重要であるため、この技術を有する「木材乾  

燥士」の資格取得を推進しているところです。   

加えて、木材乾燥施設や品質を自動計測する設備等のハー  

ド整備を支援することで、ブランド認証材の供給量の拡大を  

図ってまいりたいと考えております。  

（作成課：林政課）  
（協議課：）   



占  

【小島（義）議員・無所属】〔一般〕  

質問番号 2－2－  

28．03．03   

次に、住宅における県産材の利用についてでありますが、   

県内の製材工場の多くは規模が小さく、生産コストが割高  

であるため、他県産等に対して価格競争力を強化することが  

課題と考えております。   

このため、工場の規模拡大や複数の工場が連携することで  

効率的な生産体制を構築し、 生産コストの低減を図る必要が  

あり、県としてはこれらの取組を支援してまいりたいと考え  

ております。  

（作成課：林政課）  

（協議課：）   



7  

【小島（義）議員・無所属】〔一般〕  

質問番号 2－3－  

28．03．03   

次に、 CLTをこついてでありますが、   

県産材の利用拡大のためには、様々な用途でフル活用して  

いくことが重要であり、議員ご指摘のとおり、＿CLTの普及  

は有効な施策の一つと考えております。   

CLTは、工法等が一般化されておらず、現在製造工場が  

全国で2社しかなく 

状況にあります。   

国では、工法等の一般化に向けて、新年度、基準強度や一  

般的な設計法についての基準を革めるとしており、県として  

は、・これと併せて県内でのCLTの宿用を進めるため、技術  

講習会の開催等により、建築関係者等への・情報提供に努める  

とともに、県内における製造施設整備の支援を検討して少まい  

ります。  

（作成課：林政課）  
（協議課：）   



∂  

28．03．03  【小島（義）議員・無所属】〔一般〕  

質問番号 3－1－  

医療問題について   

県では、平成23年3月に「第五次新潟県地域保健医療計画」を策  

定し、地域医療の確保に取り組んでいるところであるが、全県的な  
医師不足に加え、医師の県内における地域的な偏在があるなど、地  
域医療の確保に向け、更なる取組■が求められている。県内における  
医療の地域偏在の解消に向けたこれまでの取組と課題、今後の対応  
について何う。   

次に、・医療問題についてお答えします。   

まず、医療の地域偏在解消の取組等についてでありますが、   

県内の医師数を増やしていくことめ一方で、地域の限られ  

た医療資源を有効に活用するためには、地域の病院が機能を  

分担し、役割を果たしていくことについて、医療関係者や住  

民を含め、地域の合意形成を図って行くことが重要です。   

このため．、魚沼や県央医療圏において医療再編に取り組ん  

でいるところであります。   

県といたしましては、今後とも、住民の皆様が安心して生  

活できる医療提供体制の確保に努めるとともに、医師にとっ  

て魅力ある病院づくりなど医師確保に向けた総合的な対策に  

取り組んでまいります。  

（作成課：医務薬事課）  
（協議課：）   



9  

【小島（義）議員・無所属】〔一般〕  

質問番号 3－2－  

28．03．03   

県内の7つの保健医療圏において、新潟医療圏の医師や看護職員  
数が突出して多いものの、新潟医療圏内をみれば、阿賀町や阿賀野  
市、五泉市の医師等の数は少ない。同一の医舞圏内における医師、  
看護職員数の偏在や医療提供体制の地域格差があるこ七について、  
知事の所見を何うとともに、県串病院のない地域の格差解消のため  
に、現状の支援制度に加え、他に何らかの解消策が考えられないの  
か伺う。   

次に、新潟医療圏内の医療提供体制の地域格差等について  

でありますが、   

大学病院を始めとする大規模な病院が市街地の中心部に集  

中してヤ、ることによるものと認識しております0   

県といたしましては、県立病院の有無に関わらず、県内ゐ  

どこに住んでいても、安心して生活できる医療提供体制の確  

保に努めてまいりたいと考えております。   

なお、地域格差解消のための具体的方策については、福祉  

保健部長から答弁させますb  

（作成課：医務薬事課、医師・看護職員確保対策課）  
（協議課：）   



？一之  

28．03．．03  【小島（義）議員・ナ無所属】〔一般〕  

質問番号 3－2－  

療 圏の医師や看護職員  において、新潟医   県内の7つの保健医療圏  

数が突出して多いものの、新潟医療圏内をみれば、阿賀町や阿賀野  
市、五泉市の医師等の数は少ない。同一の医療圏内における医師、  
看護職員数の偏在や医療提供体制の地域格差があることについて、  

知事の所見を伺うとともに、県立病院のない地域の格差解消のため  
に、現状の支援制度に加え、他に何らかの解消策が考えられないの  
か何う。  

福祉保健部長 答弁   

医療の地域格差解消のための具体的方策についてでありま  

すが、   

県といたしまレては、医師や看護職員の痙保に努める一方  

で、地域の限られた医療資源を有効に活用するため、地域の  

病院や診療所等が機能を分担し、役割を果たしていくことに  

ついて、医療関係者や住民を含め、地域の合意形成を図って  

いくことが重要であると考えております。   

そのため、地域の医療資源の理解促進のための取組も併せ  

て進めてまいります。   

また、現在策定中の地域医療構想の考え方に沿った、病床  

の機能分化や連携に取り組む医療機関に対しましては、国の  

地域医療介護総合確保基金等を活用し、必要な支援を行って  

まいりたいと考えております。  

（作成課：医務薬事課、医師・看護職員確保対策課）  

（協議課：）   



／ロ  

28．03．03  【小島（義）議員・無所属】〔一般〕  

質問番号 3－3－  

県が「地域医療構想」の策定を進めて  平成27年4月より、都う   

いるが、この構想を策定することは本県にとってどの■ような意義が  

あるのか伺うとともに、いつまでに構想を策定する予定なのか伺う。   

次に、地域医療構想策定の意義等についてでありますが、   

団塊の世代が後期高齢者となる2025年に向け、必要な病床  

数や在宅医療体制など、地域の実情に応じた医療提供体制の  

構築を目指すものであり、平成28年度中に策定したいと考え  

て■ぉります。  

（作成課：福祉保健課、医務薬事課）  
（協議課：）   



／／  

28．03．03   【小島（義）議員・無所属】〔一般〕  

質問番号 3－4－  

次に、地域医療構想に盛り込む内容についてでありますが、   

現在、策定を進めている地域医療構想は、医療機関の自主  

的な取組を基本として、構想一区域ごとに病床の機能分化・連  

携を図る課題や方策などを定めることとされております云   

今後、地域ごとの協議の場において、構想区域内における  

各病院の役割分担などが議論される中で、議員ご指摘の医療  

の地域偏在解消に向けた方策についても検討されるものと認  

識しでおります。  

（作成課：医務薬事課、福祉保健課）  
（協議課：）   



／2  

28 ∴03 二 03  【小島（義）議員†■無所属】〔一般〕・  

質問番号．4－1－  

再生可能エネルギーについて   

県は∴政策プランで「本県の平均需要電力に対する再生可能エネ  

ルギー発電能力の割合を平成28年度に100％にする」としており、  
その目標は、ほぼ達成する見込みであるものの、発電種別で見ると  
水力．発電が大半を占めていると聞く。水力発電を除く再生可能エネ  
ルギ」の導入状況■を伺うとともに、現状をどのように評価している  

めか伺う。   

次に、再生可能エネルギーについてお答えします。   

まず、水力発電を除いた再生可能エネルギーの導入状囲奪  

についてであ・りますが」   

全国と同様に、太陽光発電に偏った導入が進んでいます。   

県内には太陽光以外にも、洋上風力や海流など多様な地域  

資源がありますので、その利活用の可能性を追求し、導入を  

促進していくことが重要と考えております。  

（作成課：産業振興課）  

（協議課：）   



／j  
28．03．03   【小島（義）議員・無所属】〔→般〕  

質問番号 4－2－  

再生可能エネルギーの導入を拡大することは重要と考えるが、東  
北電力は、50kW以上の発電設備の系統接続時における空き容量をゼ  

ロ 

ているが、県は、今後、再生可能エネルギーの導入拡大をどのよう  
に推進していくのか伺う。   

次に、再生可能土ネルギーの導入拡大についてであります  

が 
、   

東北電力では、系統の空き容量の拡大を検討していると聞  

いておりますので、県といたしましては、早期の対応を関係  

者に働きかけながら、引き続き、多様な地域資源を活用した  

再生可能エネルギーの導入拡大に取り組んでまいります。   

なお、本県にある他の電力会社の系統も活用可能ではない ●  

かと考えております。  

（作成課：産業振興課）  
（協議課：）   



／午  

28．03．03   【小島（義）議員・無所属】〔一般〕  

質問番号 4－3－  

企業局が行っている水力発電は、売電先を一般競争入札にしたお  
かげで、27年度の決算では約50億円の黒字が見込まれている。この  
利益は、山の自然の恵みによる利益であることから、再生可能エネ  
ルギーの促進や山や森林を守り育んでいくための関係事業に活用す  

べきと考えるが、水力発電事業で得られた利益を、今後どのように  
活用していくのか所見を何う。  

次に、水力発電事業で得られた利益の活用に？いてであり  

ますが、   

新潟版グリーンニューディール政策を一層推進する観点か  

ら、事業環境を見ながら電気事業への再投資を検討するほか、  

再生可能土ネルギーの促進などの公共の福祉の増進にも活用  

することが適切であると考えており、議員御指摘の点も踏ま  

えて検討してまいります。  

（作成課：企業局総務課）  
（協議課：）   



／i  
28．03．03   【小島（義）議員・無所属】〔一般〕  

質問番号 4－4－  

3段階で進められている電力システム改革について、本年4月よ  

り、第2段階の電力の小売全面自由化が実施されるが、こうした電  

力システム改革の実施により本県産業にどのような可能性や恩恵が  

考えられ、県は、どのように対応していくのか伺う。   

次に、電力システム改革による本県産業の可能性等につい  

てでありますが、   

電気事業分野の自由化等を進め、民間．の力を最大限に引き  

出すことで、電気料金の抑制や新たな電力ビジネス創出等が  

期待される一方、■小売電気事業者の倒産や撤退というリスク  

があります。   

電力システム改革については、今後も、詳細の制度設計と  

改革の各段階における課題検証が行われていきますので、県  

といたしましては、情報収集に努めてまいります。  

（作成課：産業振興課）  

（協議課：）   



／占  

28．03．03   【小島（義）議員・無所属】〔十般〕  

質問番号 5－1丁  

多忙化解消に向けた対策についてでありますが、  

学校の抱える課題が複雑化・多様化し、学校に求められる  

役割が拡大している中、教職員の大幅な増員等による対応は、  

現時点では困難であることから、県教育委員会では、調査、  

照会文書の削減等について、引き続き検討を重ねでいるほか、  

勤務時間の適正な管理とタイムマネジメント意識の向上等に  

取り組んでいるところです。   

今後、これまでの取組を発展させ、更なる業務改善や、ワ  

ークライフバランスを考慮した働き方の意識改革を促す取組  

を推進してまいります。  

（作成課：義務教育課）  

（協議訣：）   



／7  
28．03．03   【小島（義）議員・無所属】〔一般〕  

質問番号 5－2－  

次に、保護者対応についてでありますが、   

学校教育において、学校と保護者が十分に話し合い、学校  

教育に対する理解と協力を得るよう努めることは、教員の重  

要な職務であると考えております。   

県教育委員会では、研修等を通して教員の力量を高めると  

ともに、学校において、同僚や管理職等のサポート体制を構  

築するよう指導しているところです。  

（作成課：義務教育課）  

（協議課：）   
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質問番号 5－3－  

次に、県立高等学校の特色化選抜についてでありますが、   

特色化選抜は、各学校の特色ある教育を推進する上で、中  

心的役割を担う生徒を県内外から入学させることを目的とし  

て、スポーツ、文化、科学などの分野で、例えば都道府県大  

会出場など、優れた実績がある生徒を対象に、募集人薮に上  

限を設けて実施しているものです。   

2回目となる今年度は、合格内定者が昨年度より増加した  

ことから、目的は一定程度達成されているものと受け止めて  

おります。   

本制度は導入して間もないことから、各校の特色ある教育  

活動にどのような影響等を及ぼすのか、推移を見てまいると  

ともに、新たな制度についても研究してみたいと考えており  

ます。  

（作成課：高等学校教育課）  

（協議課：）   
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質問番号 6－1－  

インバウンド観光について   

交流人口の増加や経済活性化の観点から1大型クルーズ船誘致を  

促進することは重要であり、県も28年度予算において、クルーズ船  
の寄港促進に向けた取組を強化するとしているが、どのくらいの誘  
客を見込み、その経済効果をどの程度と見込んでいるのか伺う。  

交通政策局長 答弁   

クルーズ船による誘客と経済効果についてでありますが、   

平成28年度の県内港への寄港予定は過去最多の16回で  

8，000人程度、そのうち、インバウンド観光が期待できる外  

航クルーズ船は6回で、2，500人程度の誘客を見込んでおり  

ます。   

特に、5月に新潟東港七受け入れる大型外航クルーズ船で  

は、2，000人程度となる見込みです。   

また」経済効果については、他港での外航クルーズ船寄港  

時の調査では∴乗客一人当たりの消費額が3万円程度と試算  

されており、乗客のニーズに応じた観光ルートの設定などに  

より、より高い経済効果が期待できるものと考えております。  

（作成課：港湾振興課）  

（協議課：観光振興課）   
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28．03．03   【小島（義）議員・無所属】〔一般〕  

質問番号 6－2－  

インバウンド観光の拡大に向けては、外国人観光客のニーズを把  

握しながら、情報発信や受入体制の整備の強化や、新潟ならではの  
コンテンツの発掘等、環境整備が重要と考えるが所見を伺うととも  
に、今後どのように取り組んでいくのか伺う。   

次に、インバウンド観光についてお答えします。   

インバクイド観光の拡大に向けた取組等についてであり．ま  

すが、  

‾議員ご指摘のとおり、外国人観光客のニーズを把握し、情  

報発信や受入体制の整備を強化するとともに、本県をアピー  

ルできる観光資源の発掘に努めることは重要であると考えて  

お．ります。   

なお、具体的な取組については産業労働観光部長から答弁  

させます。  

（作成課：観光振興課）  

（協議課：）   



2（トえ◆  

28．03．03   【小島（義）議員・無所属】〔一般〕  

質問番号 6－2－  

インバウンド観光の拡大に向けた取組についてであります  

が 

日本海側と太平洋側をつなぐ「縦のゴールデンルート」の  

魅力をアピールするため、旅行エージェントやメディアの招  

へいによるプロモーション活動を進めてまいります。   

また、多言語コールセンターサービスの導入等による受入  

体制の充実や、海外で人気のある旅行情報サイトを活用した  

発信にも取り組んでまいります。   

加えて、国による噂好・習慣の違いも踏まえながら、着地  

型の観光コンテンツづくりの支援など、誘客の取組を進めて  

まいります。  

（作成課：観光振興課）  

（協議課：）   




